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文化審議会著作権分科会報告書（平
成29年４月）で示された方向性
•権利者側における、教育機関における教育活動
に与える手続き上の負担を軽減するための窓口
の一元化

•教育機関における、研修・普及啓発活動の実施
内容や方法の具体化に向けた検討

•補償金額を定めるための意見集約を行うための
体制の整備

•ライセンススキームの構築
•法解釈のガイドラインの整備
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著作物の教育利用に関する
関係者フォーラムの設置目的
今後日本が直面するであろうAIを基盤とした新しい経済構造の社会
に対応するため、現在、多方面にわたる変革が進められている。
その中で最も重要な対応を必要とする分野のひとつが教育における
ICTの活用である。
2018年5月に公布された著作権法の改正は、このための重要なス
テップであり、改正法に基づく制度の運用のための環境整備が、早
期に求められている。
また、法改正を契機として、改正法がカバーできる範囲にとどまら
ず、教育活動における著作物の利用をより円滑に行うことができる
ようにするための様々な環境の整備をあわせて行っていくことが望
まれる。
ここで、権利者団体と教育関係者が共同してフォーラムを設置し、
文化庁・文部科学省、有識者等より助言を得つつ、改正法に基づく
制度の構築をはじめとする環境整備に取り組むこととした。この
フォーラムは、改正された著作権法の趣旨に基づき、教育において、
より円滑に著作物を利用できる環境を、速やかに実現するための議
論を行うことを目的とする。
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著作物の教育利用に関する
関係者フォーラムの構成
• 総合フォーラム

• 権利者団体及び学校種ごとに各教育機関の設置者を代表する
団体の関係者をはじめとする有識者を構成員とし、専門
フォーラムからの意見を適宜検討して、フォーラムとしての
議論のとりまとめを順次行う。

• 専門フォーラム
• 権利者団体の関係者及び教育関係団体関係者のうち教育現場
における著作物利用の実態や著作権制度について知見をお持
ちの方をはじめとする有識者を構成員とし、以下の4つのテー
マについて検討を行い、その結果を総合フォーラムに報告す
る。
①補償金
②普及啓発
③ガイドライン
④ライセンス
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専門フォーラム①
補償金
•意見交換項目

• 公衆送信利用に適用となる教育機関向け既存の使用
料規程

• 海外の補償金実施状況
• 著作物の新しい利用環境における望ましい原則（高
等教育機関）

•説明を行った項目
• 授業目的公衆送信補償金の額
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•専門フォーラム①（補償金）の総括
• 本フォーラムでは、文化庁が定める「改正著作権法
第104 条の13第1項の規定に基づく「授業目的公衆
送信補償金」の額の認可に係る審査基準及び標準処
理期間」に関連する項目に配慮しつつ、意見交換を
行った

• 授業目的公衆送信補償金の指定管理団体として
SARTRASが指定を受けたのにあわせ、第3回フォー
ラムで現時点における授業目的公衆送信補償金の額
の算出方法の考え方とそれに基づく額の案を
SARTRASが提案し、第4回フォーラムでこの案に対
する算出方法や算定根拠等に関する様々な意見を、
教育関係委員からいただいた

•今後は、本フォーラムで得た意見等を基に、
SARTRAS内で検討を行うとともに、WEB意向調
査を実施した上で、教育関係団体への意見聴取
や認可申請に向けた準備を進める
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専門フォーラム②
普及啓発
•意見交換項目

• 初等中等教育段階における著作権教育
• 高等教育段階における著作権教育
• 早稲田大学における著作権普及啓発活動
• 授業目的公衆送信補償金の実施にあたって必要な普
及啓発活動

• 教育におけるICT利用に伴う普及・啓発
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•専門フォーラム②（普及啓発）の総括
• 本フォーラムでは、初等中等教育段階、高等教育段
階それぞれにおける著作権に関する研修や、普及啓
発活動の現状について共通認識を得るべく、実例の
紹介を受けるなどした

• また、第3回フォーラムにおいては、将来的な、長
い目で見た普及啓発活動に加え、教育におけるICT
活用が早い時期から可能となるよう仮に2020年4月
から制度運用を開始するとした場合に必要な喫緊の
周知の必要性についても問題提起があった

• これらを踏まえ、制度の早期定着に備えた周知を進
めつつ、ICT活用教育の促進のためにどのような普
及啓発活動等が有効なのかを継続検討することと
なった

•喫緊の周知活動はSARTRASが中心となって行う
とともに、今後の普及啓発活動等について、4
月以降もフォーラムでの検討を継続する
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専門フォーラム③
ガイドライン
•意見交換項目

• 教育における著作物の利用例
• 今年度検討項目
• 教育機関にとって望ましい「授業」の範囲
• 改正著作権法35条の解釈指針（ガイドライン）
• 改正後の第35条の適用・非適用行為の典型例（イ
メージ）

•改正著作権法35条の解釈指針（案）
•改正著作権法35条等に当てはめた典型的な利用
例
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•専門フォーラム③（ガイドライン）の総括
• 本フォーラムでは、どこまでが授業目的公衆送信補
償金の対象となる利用なのか、どのような利用方法
は対象とはならないのか、を主として明らかにすべ
く、まずは法令や用語の理解に齟齬のないよう、
「改正著作権法35条の解釈指針※」を整理するべく
意見交換を重ねた

• また、それに併せて、教師や児童生徒等にとって分
かり易いまとめ図をもとに、典型例を数多く挙げる
資料作りを進める

•今後継続されるフォーラムで、引き続きガイド
ライン等の検討を行う

※今年度より「改正著作権法35条の運用指針」に名称変更
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専門フォーラム④
ライセンス
•意見交換項目

• 権利者側で検討されている利用状況予想についての
説明

• 権利者側で検討されているライセンスについての説
明

• 補償金を補完するライセンス環境
• 今年度検討項目
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• 専門フォーラム④（ライセンス）の総括
• 本フォーラムでは、権利者側が考える授業目的公衆送信補償金制度
を補完するライセンスの考え方として、「基礎ライセンス」と「そ
の他のライセンス」の提案があり、主として「基礎ライセンス」に
関する意見交換を行った。

• 基礎ライセンス＝教育機関の現状に照らし、著作権法35条等の権利制限
の対象以外の利用について、補償金制度と同様の簡易迅速な方法及び適
正な使用料により許諾することを目的としてSARTRASが窓口となって行
うもの。

• その他のライセンス＝権利者が個別に許諾するもので、著作権法35条等
の必要と認められる限度を超える又は但書に該当する利用

• 教育関係委員側からは、例えば権利者側が基礎ライセンスの対象と
考えている教材の共有には具体的にどのような利用があたるのか、
について様々な意見が出された

• また、授業目的公衆送信補償金ではすべての著作物が対象となるの
と異なり、基礎ライセンスでは、SARTRASに管理委託をした著作物等
のみしか対象とならないことに対する、教育関係委員側からの懸念
が示された

• 教育側から挙げられた、基礎ライセンスに含まれることが望まし
い利用の例や対象管理著作物に対する懸念について、SARTRAS内
で検討を行い、授業目的公衆送信補償金制度の実施時期に合わせ
て、基礎ライセンスの許諾業務をスタートできるよう、内容や管
理体制を整備する
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2018年度の検討を踏まえ
た2019年度の対応
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著作物の教育利用に関する関係者
フォーラムの継続
• 2018年度フォーラムの専門フォーラム③（ガ
イドライン）における検討事項の継続検討を中
心に、②（普及啓発）やその他の専門フォーラ
ムの検討事項についても適宜検討する場として、
2019年度も継続

• 2019年6月7日第1回、8月8日に第2回開催
•今後も1～2カ月に1回開催予定
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ガイドラインの検討状況
•これまで専門フォーラム③（ガイドライン）で
検討してきた
○分かり易いまとめ図と典型例の資料 及び
○改正著作権法35条の運用指針（前年度の
「解釈指針」から今年度名称変更）

について、これらがガイドラインに相当する
資料になるよう、検討を進める
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ライセンスに関する検討状況
• SARTRASとして、著作権等管理事業者として文
化庁へ登録し、補償金の契約と同一の窓口で利
用許諾契約を締結できるよう基礎ライセンスの
窓口となることを組織決定

•管理対象となる利用は、SARTRASが窓口となる
ことが適当な、教育機関における権利制限の対
象外となる利用行為（具体的な利用行為につい
てはSARTRAS内部機関にて検討中）
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今後のスケジュール（案）
補償金

2019年6月～7月
• WEBアンケートの実施

• 教育機関における著作物利用の現状と今後のニーズに関するアンケート
• 教育関係団体のご協力をいただいて実施

（以下は仮に2020年４月施行を目指す場合に考えられるスケジュール）
2019年8月～9月
• 教育関係利用者団体への補償金案に関する意見聴取
2019年9月
• 補償金認可申請
2019年12月
• 認可
• 2020年1月契約受付開始
• 2020年4月改正著作権法施行
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今後のスケジュール（案）
ライセンス

2019年9月
• 著作権等管理事業者登録
2019年9月～10月
• 教育関係利用者団体への使用料規程に関する意見
聴取

2019年11月
• 使用料規程届出
2020年1月
• 契約受付開始
2020年4月
• 管理開始
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SARTRAS WEB
https://sartras.or.jp/

19




